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粽嶼はI誅謳ントと覺蒻の飩褥数
バイオマス発電の一層の拡大に向けて

グローバルウォータ。ジャパ ン代表 国連環境ア ドバイザー 吉 本寸 莉 ]万硫

1972年荏原インフィルコ入社。荏原製作所本社経営企画部長、国連ニューヨー

ク本部の環境審議官などを経て、2005年グローバルウォータ。ジャパン設立。現在、
国連テクニカルア ドバイザー、水の安全保障戦略機構・技術普及委員長、経済産
業省「水ビジネス国際展開研究会」委員、千葉工業大学非常動講師などを務める。
著書に『水ビジネス 110兆円水市場の攻防』 (角 川書店)、 『日本人が知らない巨
大市場 水ビジネスに挑む』 (技術評論社)な ど。

福島第 1原発事故以来、 日本の

エネルギー政策が大き く見直さ

れ、特に再生可能エネルギーとし

て、洋上風力発電、地熱発電、バ

イオマス発電などlc~大きな期待が

寄せられてしヽる。中でも「カーボ

ンニュー トラル」であるバイオマ

ス資源を積極 rt」 にflJ活 用す為こと

が喫緊の課題である。 しか しバイ

オマス資源の最大の欠点は、資源

が広範 Edllに 分散されており、季節

変動があり、さらにIIn集 コス トが

かかることである。バイオマス資

源の視点から下水汚泥をみると、

下水汚泥は量 。質とも安定 してお

り、 しかも下水処理場で集中的に

発生 し、住民がしヽる限り常に発生

する最適なエネルギー資源であ

る。今回は下水汚泥を中心に、工

ネルギーと資源倉り出の観点から述

べてみたい。

轟日本の再生l ll轍エネ
ルギー事.購

環境省は原子力発電を減らす政

府の方針を踏まえ、8月 31日 に再

生可能エネルギーの発電能力を増

やす新目標を発表した。それによる

と、2030年までに洋上風力発電や

バイオマス発電、地熱発電、海洋エ

ネルギー発電など新しい4種類の発

電能力を計 1941万 kW(原発の 19

基分と試算)と 10年度比較で再生

可能エネルギーを6.55倍 に拡大し、

総発電量に占める割合を約 1割に高

める方針である。内訳として、洋上

風力発電は 10年度比 270倍 の803

万kW、 バイオマス発電は30年 ま

でに600万 kW、 これを実現させる

ために地方自治体と協力し、既存の

ゴミ焼却施設の発電能力を増強した

り、新規発電装置を設置する。また

地熱発電は従来法 (熱水、蒸気の汲

み上げ)に加え高温岩体発電 (地下

岩体に水を注入し蒸気を発生利用)

の実用化をめざ し、現在の7倍、

388万 kWを 目標に掲げている。表

1か ら分かる通り、バイオマス発電

は最も実績があり、今後も着実なエ

ネルギー開発が期待されているエネ

ルギー源である。

轟バイオマス資源の
試為耀塾と利響騨覇鬱駿兄

バイオマスとは、再生可能な生物

由来の有機性資源で、化石燃料 (石

炭、石油、天然ガスなど)を除いた

もので燃焼などにより発生する二酸

化炭素 (C02)が 地球温暖化に影響

を与 えない、いわゆるカーボ ン

ニュートラル資源とされている。

2006年に「バイオマス・ニッポ

ン総合戦略Jが閣議決定された。こ

れは、特に廃棄物系のバイオマス資

源に焦点を当てた戦略である。これ

によると、わが国全体の廃棄物系バ

イオマス賦存量のうち、下水汚泥は

乾燥重量ベースで約35%を 占めて

表1 再生可能エネルギーの新しい目標   暁電単位:万 kW)

バイオマス発電

海洋エネルギ■発電

出所 :環境省発表

24  ENE00 2012‐ 10



盗
癬≒薦二丁1 女鰍疇

.訃九)1可躾
量゙
| 

にΨ防闊

ノウレプ。
第蕊楊現テ

製造脊
‐
     ;,0%滉 %)

建設業
7′501(18%)

図 産業廃棄物排出量に占める下水汚泥の割合

出所 :環境省「産業廃棄物排出・処理状況調査報告書」より国交省作成
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るシステムともいえる。下水汚泥を

バイオマス資源の視点から捉える

と、0人間生活に伴い必ず発生し、

量 。質とも安定した資源、②個別収

集の必要のない集約型バイオマス資

源、さらに③エネルギー需要地であ

る都市部に存在する都市型バイオマ

ス資源―という特徴を有している。

下水汚泥中の固形物の約 8コ|は有

機物であり、これは緑農地利用 (肥

料、土壌改良材など)やエネルギー

(下水道バイオガス、国形燃料化)と

して利用され、残り2割は無機物で、

これらはセメント原料やレンガ、骨

材などに利用されている。

な下水道瘍仄麒褪財
ポテレジャル

下水道は都市活動から発生する汚

水に含まれるあらゆる物質や雨水、

さらに熱を収集しており、大きな資

源循環のポテンシヤルを有している。

いままでの下水処理の考え方は汚水

処理と雨水の排除に特化され、資源

循環の考え方が乏しかったが、近年

下水道における資源循環の考え方が

注目され、多くの資源利活用案が示

いる。また国内の産業廃棄物排出量

に占める下水汚泥の割合も18%と

大きな数字となっている。つまり、

活用されず埋め立てられている F水

汚泥も多く、なお一層エネルギー資

源として下水汚泥の有効利用が求め

られている。

な下水道分野にわけ膊
バイオマスの有効利燿

1955年以降、急激に下水道整備

が進み、2010年 度末のわが国の汚

水処理人口普及率は869%に達し、

国内の下水道管渠の総延長は41万

kmに及んでいる。これまでの下水

道は汚水や雨水を収集し、 下水処理

場で安全に処理し公共水域に放流す

るという一連のプロセスにより国民

の公衆衛生向上と都市環境の保全を

担ってきた。一方で地球 10周 以上

の 下水管渠のネットワークは、 ド水

区域内のすべてのバイオマス資源を

集中的に収集する優れた機能を有す

表2 廃棄物系バイオマスの賦存量と利活用状況

家畜排泄物 約8,900万 t 1黎,1:500,5t 堆肥利用
‐
など1約 90°/o

廃棄紙 約1,600万 t 約1,400万 t 大半が焼却

パルプ黒液 約1,400万 1 黎,1,200フラt ほぼ全量直接焼却による利用

農作物リト食用部 約lβ 00万 t 約910万 t 堆肥t飼料ヽ家畜敷料利用など :約 30%

製材工場など残材 黎,500フ5t 約430万 t エネ|ルギニや堆肥Xll用 :約 90%

建設発生木材 黎U460フゴt 約‐390万 t 製紙原料、家畜敷料利用など:約60%

林地残材 約 370万 t 約‐320万 t ほぼ未利用

下水汚泥‐ 約71500万 t 約230万 t
建設章材t堆肥利用164%

|‐ 1埋め立て :36% |

食品廃棄物 Fり 2,200フ5t 約 210万 t 肥飼料利用 :20%

出所 :「バイオマス・ニツポン総合戦略」(2005年 度閣議決定)を基に国交省試算
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されている。表3は 、下水道統計

(2005年度)に基づく国交省・下水

道部の資源としての試算例である。

このように、下水道は大きな資源。

エネルギーポテンシャルを有してい

るが、その利用状況は低い水準にと

どまっている。しかしながら再生可

能エネルギー創出の観点から、全国

各地でいろいろな試みがなされ、資

源の利活用の道が拓かれつつある。

以下に具体的な事例を示す。

は下水潟なり蝙料ξ鰤
下水汚泥の燃料化は、「消化法 (メ

タンガス発生)Jと「炭化法 (炭化固

形燃料)Jに大別される。日本国内で

現在稼働 している下水処理場は約

2000カ 所あり、そのうち「消化法J

を採用しているのは約 300カ所であ

る。そのうち26カ 所でバイオマス

発電が行われ、総発電量は約 2万

1000kW。 これは、下水処理施設の

総電力量の約 1%分を発電している

ことになる。しかし、発電には下水

道バイオガス総発生量の約 2割 しか

使われず、約 3割のガスは消化槽の

加温用として使われている。今後の

課題として、いかにバイオガス発生

量を増やすか、また加温用バイオガ

スを削減するかが検討されている。

ここにユニークな試みを紹介するc

・黒部市下水道バイオマスエネル

ギー利活用施設

この施設は、民間の知恵を生かす

べく、PFI事業によるBTO方式で建

設、維持管理されるもので2009年

4月 から着手 している (設 計・建設

は3年間+維持管理・事業運営期間

は建設後 15年間)。 事業者は「黒部

EサービスJ(代表企業 :水 ing)であ

る。この施設の考え方は、発電量は

少ないが、地方自治体が抱えるすべ

てのバイオマス資源を対象にし、地

域内の資源循環を図っていることで

ある。さらにこのモデルは、日本が

今後、海外、特に東南アジア向けに

展開するパッケージ戦略 (水の安全

確保とエネルギー創出)の武器とし

て活用が期待される。

【事業概要】

①公共主体 :富山県黒部市

② SP⊂事業者 :黒部Eサービス(株)(伊

東隆治社長)

O事業方式 :PFI事業によるBTO方

式 (総事業費約 36億円)

表3 下水道の資源循環ポテンシャル

④事業期 間 :2009年 4月 ～ 26年 4

月 (約 17年 3カ月)

O施設概要 :バイオマスエネルギー

利活用設備

下水汚泥 (濃縮汚泥)、 農業集落排

水汚泥、浄化槽汚泥、ディスポー

ザー生ゴミ、事業系食品残沿 (コ ー

ヒー絞 り粕)を混合 しメタンガス

を発生させ発電を行う。

O主要設備 :メ タン発酵槽、汚泥乾

燥設備、粉砕機、マイクロガスター

ビン発電機 (95kW)、 ソーラーパ

ネル (10kW)、 付属設備として足

湯を設けている。

・神戸市バイオガスプロジェクト

神戸市では、2004年に「C02ダイ

エット作戦Jと して下水道事業にか

かわる温室効果ガス 115%の 削減日

標を掲げ、06年 から東灘下水処理

場で消化ガス実証試験を開始した。

この下水処理場では、年間約 2億 m3

の ド水を処理し、消化ガスとして年

間約 1000万 m3の 発生量を見込ん

でいる。消化ガスの成分は、メタン

ガスが約60%、 C02が約40%、 そ

の他の微量成分である。余剰消化ガ

スの活用として、0消化ガス・コー

ジェネレーション (電気と熱を取り

下水汚泥発生量 :223万 t′年 (乾燥べ■ス) ● ‐|    |‐ |  ■  ‐ ‐

覆評耀逮黙ゝ雲″翠躙 滉響瓢 言熟i:1井 itた結」事:
ェネルギ■利用された
場合は■割のみ

下水処理量 :‐ 1401億mッ 年 | |‐ | ||■ || ||
熱容量は,800こそら71(1500万 世帯の年間冷暖房熱源:ヒ相当)

下1水熱を利用した地域
熱供給は6ヵ所■

資源回収 (リン) 流入するリン :6万 t/年 (わが国の年間り|ン輸入量の約‐1割相当) 利用|さ |れ たリーンは 1‐割

41場内敷地利用 羹≦普藝 躊 裔,摯朧弓褥 4嵩轟 菖量箱≦)

エネルギ■禾1用割合は
約0:2%‐  ■ |‐ ‐ |

出所 :国土交通省下水道部作成
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出す)にて処理場の消費電力の削減

と発電の際の熱を消化タンクの加

温、②消化ガスを精製して保有する

天然ガス利用の自動車の燃料として

使用するプロジェクトに取 り組み、

事業の効果 として、1200t/年 間の

C02の削減、また消化ガスの天然ガ

ス自動車の燃料 (年間約 70万 m3)と

しての活用では、1日 あたり市バス

40台分 (50km/日走行 )、 天然ガス

乗用車 700台分 (30km/日走行の場

合)を見込んでいる。

さらに神戸市では、12年度から「グ

リーン・スイーツプロジェクト」とし

て下水汚泥と問伐材などの本質系、

有機物を含む食品製造系を混合処理

し、バイオガスの増量を図る実証に

とりかかっている。これは国交省の

「下水道革新的技術実証事業 (B―

DASHプロジェクト)Jで採択された

もので、神戸市内の森林保全過程で

発生する間伐材、市内の公園や街路

樹の剪定枝を日量 4t、 食品製造系(ス

イーツ)では民間企業(白鶴酒造、トー

ラク、ロック・フィール ド)3社 と連

携し日量 1ltを受け入れ、地域内バ

イオマスの活用を図る計画である。

・下水処理場が水素ステーションに

究極のエネルギー源として水素の

活用が叫ばれ、すでに日本国内で燃

料電池車 (FCV)用 の試験用水素ス

テーションが 15カ所設置 (2011年)

され、さらに4大都市圏を中心に先

行整備として 100カ所の水素ステー

ションが計画されている。水素製造

プラントに多くの実績を持つ三菱化

工機は、九州大学や西部ガスと共に

下水の消化ガスから水素を取り出す

可能性調査をしている。研究成果の

一部によると、1日 あたり3500m3

の消化ガスが発生する下水処理場に

水素製造プラントを設置した場合、

5000m3/日 の水素を製造できる見

込みであることが発表されている。

このガス量は一般的なFCV(35メ ガ

パスカルで充填)に供給することを

想定した場合、約 160台 に供給可能

となる。メタンガスを直接圧縮天然

ガス車 (CNG)で使う場合と、メタン

を水素化して水素ガスとしてFCV車

で使う場合のエネルギー効率からみ

ると、CNGの 車両効率は 15%程度

であるが、FCVの車両効率は41%と

なり、下水消化ガスを水素化 して

FCVに使う方が、より効率がよいこ

とが分かっている。日本国内には、

1日 あたり余剰ガスを1万 m3を超え

る下水処理場が多く存在することを

踏まえると、下水処理場には大きな

エネルギーポテンシャルが存在する

ことが分かる。将来、大きな下水処

理場はすべて水素ステーションに変

貌しているかも知れない。

6下水処理場から
リン資源回収

肥料の3要素であるリン資源はい

ま、枯渇の危機に直面している。リ

ンは鳥の糞が化石化したもので、限

られた地域にしか存在していない。

リン酸肥料は、中国やインドなどの

新興国の経済発展やバイオ燃料など

への転換による穀物増産により需要

が急増しており、原料となるリン鉱

石は、経済的に採掘可能な年数とし

て、あと70年 といわれている。リ

ン鉱石を全量輸入しているわが国に

とり、リンの確保は大きな懸案事項

となっている。

このような背景 ドで岐阜市と大手

～Lives、vithヽ 「ヽ
ater′～

水処理会社のメタウォーター社は

2004年から「リン回収技術の共同研

究」を始め、10年に岐阜市北部プラ

ントに「リン回収施設」を竣工させて

いる。(事業費は約 7億円)下水汚泥

焼却灰に含まれるリン成分を、薬品

と反応させることで「リン酸カルシ

ウム」を抽出 。回収し、粒状乾燥さ

せて月巴料化する全自動制御の肥料製

造工場である。

処理能力 (汚 泥焼却灰)は 年間

1000t、 でリン酸肥料製造能力は年

間500tで あり、「岐阜の大地」の名

称で販売されている。

6下水汚泥。利活用に
おける今後の課題

エネルギー事情が逼迫する中、下

水道汚泥のエネルギー利活用を本格

的に展開するために、次のような提

案をしたい。

・下水道を地域内エネルギーセン

ターの中核とする。具体策として

有機物量を積極的に増やすために

ディスポーザーの使用を解禁すべ

きであろう。

・地域内バイオマスを省庁の管轄の

枠を超えて下水処理場で一体的に

処理、活用する。下水道は国交省、

浄化槽 。し尿処理は環境省、農業

集落排水処理は農水省などバラバ

ラに排出される地域内バイオマス

を下水処理場でまとめて処理 し、

効率化を図る。

・民間企業との連携強化。民間企業

の有する技術力や資金力を積極的

に活用し、再生可能エネルギーに

関する新ビジネスの創出、地域雇

用の促進を図ることである。□
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